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研究成果の概要（和文）： 

亜熱帯島嶼地域（沖縄県）の小学校高学年の身体活動量（歩数，運動量，総消費量）に関し
て，加速度計を用いて夏期と冬期を比較した結果, 全般的に身体活動量は冬期の方が大きい値
を示した。また, 同年齢の子どもを対象として, 都市部と亜熱帯島嶼地域（石垣島と宮古島）
の身体活動量を比較検討した結果, 平日に関しては, 有意な差は見られなかったが, 休日の女
子については, 亜熱帯島嶼地域の子どもの身体活動量が有意に大きかった。認知プログラムを
中心とする介入調査研究の効果は認められなかった。 
 
研究成果の概要（英文）： 
The amounts of physical activity of elementary school-aged children in sub-tropical 

island areas (Okinawa Prefecture) in summer and winter were examined using accelerometers 

and compared. As a result, the levels of physical activity (number of steps, movement 

counts, total consumption) in winter were found higher than that of in summer. Furthermore, 

interestingly, the amounts of physical activity of girls during public holiday in rural 

area of sub-tropical islands (Ishigaki and Miyako) were discovered significantly higher 

than in urban area. These results showed that children’s physical activity of 

sub-tropical island areas was affected more by urban-rural characteristics than by 

seasons. In addition, an intervention cognitive program was conducted in order to increase 

children’s physical activity, but had no significant effect. 
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１．研究開始当初の背景 

現在，欧米諸国をはじめとして生活習慣病や

肥満の問題は深刻化していると言えよう。この

ような社会的背景もあって，近年，生活習慣病

や肥満の原因を探り，且つそれらを予防するた

めの「身体活動」に関する学術的な研究は枚挙

にいとまがない。特に身体活動と全死亡および

冠動脈性疾患（CHD）との関連性は，明確な科

学的知見が示されており1）2)，膨大な医療費が

国家財政を圧迫する少子高齢化の時代にあっ

てこの種の研究は今後ますます重要となろう。 

一般に身体活動が生活習慣病予防に効果が

あることは知られているが，近年になって縦

断的な手法から子ども時代の身体活動の重要

性が明らかになりつつある。例えばBorehamと

Riddoch3)は，子ども時代の身体活動の影響を，

子ども時代の健康状態，大人になってからの

身体活動，および大人になってからの健康状

態に分けて説明している。現在の身体活動が

多ければ健康状態も良好であり，その逆も証

明されているが，彼らは特に子ども時代の身

体活動の重要性を強調し，子ども時代に適切

な身体活動を行うことによって得られる恩恵

を以下の3つにまとめている。その一つは，子

ども時代における健康状態の改善であり，二

点目は，子ども時代の身体活動が大人になっ

た際に影響を及ぼすと考えられる生物学的な

「持ち越し効果」である。加えて，第三の恩

恵として大人への行動的な「持ち越し効果」

を挙げている。したがって，子ども時代から

身体活動の増強を促すモデルを構築すること

で，成人期以降の生活習慣病予防に資するこ

とが可能になると考えられる。さて，今回，

研究対象地域とする沖縄県の中高年男性の健

康問題は特に最近深刻であり，40～50歳代の

脳・心臓疾患系および60歳代の糖尿病は全国

ワースト1であり，肥満者の割合も全国より高

くなっている。これらの原因の一つとして，

車社会による身体活動の不足が挙げられてお

り，亜熱帯環境も相まって実際に1日の平均歩

数が少ないことが報告されている4)。しかしな

がら,この報告は，那覇市など都市部を含めた

サンプリングによるもので，都市部よりも車

の普及率が高い離島やへき地だけの実態を明

示したものではない。また，申請者ら5）はこ

れまで質問紙調査によって沖縄県における離

島の子どもだけを対象とした身体活動量を調

査しているが，総じて，全国平均より有意に

少ない結果であった。 

他にも本研究実施の背景として, わが国

の地理的特性がある。すなわち,わが国は本

州，北海道，四国，九州及び沖縄本島を除す

ると6,847島の離島を有している。近年，子

どもたちの体力低下や身体活動の低減が問

題視される中で，これまで離島の子どもたち

の身体活動に焦点をあて，その実態を把握し

た上で,身体活動増強のために介入を実施し

た例は皆無と言っても過言ではないだろう。

車社会という現象が都市部以上に離島に及

んでいることを踏まえれば，これらの地域を

対象とした実証的研究は，国内全体の今後の

生活習慣病の改善にとって有意義であると

考えられる。さらに，沖縄県は亜熱帯島嶼地

域に属するという特殊事情を持っており，国

内の他地域に比べて運動に適さない気温の

時期が長く，それが身体活動に取り組む際の

バリアの一つになっていると考えられる。地

球温暖化の加速度現象が叫ばれる昨今，亜熱

帯地域での先行研究はきわめて意義深く，得

られたデータは今後それらに関わる基礎的

資料として活用される可能性がある。また，

一般に長寿県と捉えられがちな沖縄県であ

るが，2000年を境に男性の平均寿命が全国第

26位まで低下した。この現象を県内では「26

ショック」と呼んでいる。沖縄県においては，

長寿再生に向けたさまざまな取り組みが求

められるところであり，本研究もその一助に

なると考えられる。さらに，子どもたちへの



 

 

身体活動増強の介入研究は，例えば，中高年

の高危険因子（ハイリスク）者を対象とした

健康改善のための2次予防とは異なり，生涯

にわたって健康増進を図らせるための1次予

防と捉えられる。本研究の実現により，生活

習慣病に関して将来に生かせる効果的な1次

予防のモデルを提示することができる。 
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２．研究の目的 

本研究では前述の調査研究を発展させ，離

島の子どもおよびその保護者の身体活動量

（歩数，運動量，総消費量）を求め，都市部

との地域比較や季節による違いを検討し，沖

縄県離島の人々の身体活動に関する実態をよ

り明らかにするとともに，亜熱帯環境や離島

コミュニテイ－を活用した沖縄県離島の子ど

もたちの身体活動増強のための介入プログラ

ムを開発することを目的とする。 

 
３．研究の方法 

（1）女子学生を対象とした調査  

子どもを対象として実施する前に女子大学

生を対象とし実施した。 

女子大学生対象の調査では，季節以外の身

体活動量に影響を及ぼす要因を制御するた

めに，沖縄県の国立大学医学部保健学科に所

属する 2学年（在籍人数 49 名）と，茨城県

の国立大学教育学部養護教諭養成課程に所

属する 2学年（在籍人数 35 名）を対象にし

た。調査の際，夏期と冬期に加速度計を装着

した身体活動量の測定を行うこと，追跡調査

のために調査は記名式であること，データは

統計処理され個人に迷惑をかけないこと，調

査協力の有無が学業成績には全く関係しな

いこと等について書面及び口頭で説明を行

い，58 名（沖縄県 30 名，茨城県 28 名）から

承諾書が得られた。調査期間は，夏期間を

2007 年 7 月~8 月，冬期間を 2008 年 1 月~2 月

とし，いずれの季節も週末を含む連続した 7

日間に身体活動量の測定を実施した。 

 身体活動量に影響を及ぼすと考えられる

対象者の基本特性を把握するため，住居形態，

部活動参加，通学方法，経済状況，健康状態

について質問紙調査を行った。また，対象者

の身長，体重を測定し， Body Mass Index （以

下 BMI）を算出した． なお,本研究では，一

軸加速度計（ライフコーダ; スズケン社製）

を使用し，身体活動量（総エネルギー消費量

および強度別の活動時間）の測定を行った。

対象者には，睡眠中と入浴時以外は腰部に加

速度計を装着させ，装着中は普段と変わらな

い生活を維持するように依頼した。また，測

定期間の気候条件を把握するために，気象庁

が公開している気象統計情報より季節，地域

別に気温，湿度，降水量，日照時間を記録し

た。分析はまず，対象者の基本特性と地域と

の関連を検討するためにχ2検定を行った。次

に，基本特性別の身体活動量の平均値の差を

検定するために，t検定と分散分析を行った。

最後に身体活動量の季節変動を検討するた

めに，季節（夏・冬）と地域（沖縄・茨城）

を独立変数とし，総エネルギー消費量および



 

 

低強度，中等強度，高強度の活動に要した時

間の平均値をそれぞれ従属変数とした二要

因の共分散分析を行った。その際，通学方法

には地域差が見られたことから共変量とし

て調整した。交互作用が有意だったものに対

しては，単純主効果の検定を行った。気候条

件（気温，降水量，湿度，日照時間）につい

ては，夏・冬の測定期間ごとに，各地域の基

本統計量を算出し，Mann-Whitney の U検定を

用いて地域差を検討した。なお，本研究の有

意水準は 5%に設定した。 

（2）小学校高学年児童を対象とした調査 

（夏期と冬期の比較及び都市部と亜熱帯 

島嶼部の比較） 

小学校高学年を対象とする調査において

も基本的にはこの女子大生を対象とした調

査と同様の手続きで実施した。以下に,小学

校高学年を対象とした調査の方法を簡単に

記す。夏期調査として 2008 年 7 月中旬及び

冬期調査として 2009 年 1月下旬において,沖

縄本島の公立小学校４校（宜野湾市２校,南

風原町２校）の小学校５年生を対象に身体活

動量（総エネルギー消費量,運動量,歩数およ

び強度別の活動時間）の測定を行った。保護

者の代諾が得られた対象児童数は,男子 80名,

女子 92 名の計 172 名であった。調査にあた

っては,ライフスタイルに関する質問紙調査

を実施するとともに,睡眠中と入浴時以外は

腰部に一軸加速度計（ライフコーダ; スズケ

ン社製）を装着し,装着中は普段と変わらな

い生活を維持するよう指示した。さらに,一

軸加速度計の貸与期間 10 日間（4日間の休日

を含む）のうち,少なくとも平日 3日間,休日

3日間にわたって装着するよう依頼した。な

お,調査期間中の平均気温と平均湿度は,夏 

期が 29.4℃と 72％及び冬期が 16.7℃と 64％

であった。また,都市部と亜熱帯島嶼地域の

比較では,前述の季節間の研究と同様の方法

論をとった。 

 
４．研究成果 

（1）女子学生を対象とした調査 

小学校高学年を対象とした調査の前に実

施した女子大学生の調査結果は, 低強度の

活動時間について，季節の主効果および地域

と季節の交互作用が認められた。単純主効果

の検定を行った結果，沖縄は，低強度の活動

時間が，夏に比べ冬に少ないことが示された。

中等強度の活動時間については，地域および

季節の主効果は認められなかった。高強度の

活動時間については，地域の主効果が認めら

れ，沖縄は茨城に比べて高強度の活動時間が 

少ないことが示された。 

（2）小学校高学年児童を対象とした夏期と

冬期の身体活動量の比較について 

小学校高学年を対象とした身体活動量の実

態調査の季節間比較に関しては,次頁左上の

Fig.1～Fig.3 の通りであった。総じて，沖縄

県は夏期より冬期の方が身体活動量は多い

と判断できる結果であった。先行研究の足立

ら（2007）の歩数データと比較すると，平日

の男子に関してはほぼ同じ値であるが，女子

については沖縄県がやや少ないことが明ら

かになった。他方，休日に関しては男女とも

岡山県のデータを凌駕している。海外の同種

の調査では,Joens-Matre（2008）らの先行研

究がある。彼らは,都市部，地方部との比較

から，都市部は休日の身体活動量が大きいと

報告している。他方,今回は那覇市周辺部を

対象にしていることから都市部の特徴が表

出したと推察される。 

また，この種の諸外国の先行研究では，そ

のほとんどが温帯，あるいは亜寒帯で実施さ

れているため，積雪の影響などもあり，冬期

が身体活動のバリア要因となっているが，逆

にわが国の亜熱帯島嶼地域では，夏場がその

阻害要因であることが初めて明らかになっ 



 

 

 

た。本研究結果は，沖縄県に限らず運動習慣

の定着や体力の向上をねらった身体活動の

介入においては，時季や天候等の環境要因へ

の配慮が重要であることを示唆したものと

言えよう。 

（3）小学校高学年児童を対象とした都市部

と亜熱帯島嶼部の身体活動量の比較につ

いて 

2009 年 9 月下旬～11 月中旬において都市

部（東京 23 区）と亜熱帯島嶼部（石垣島及

び宮古島）の子ども（小学校高学年）の身体

活動量に関する比較調査を実施した。平均値

の差の検定を行った結果,男子では下表の通

りであり,身長以外では統計的に有意な差は

見られなかった。他方,女子においては,休日

の活動量について統計的に有意な差が認め

られ,亜熱帯島嶼地域の女子が都市部の女子

を上回った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

具体的には休日の総消費量に関して,都市部

が 1701.9kcalであるのに対し,亜熱帯島嶼部

は 1798.7kcal であった（t=2.35,p=.020）。 

同様に,運動量については 158.5kcal と

222.1kcal（t=3.97,p<.001）であり,歩数に

関 し て は 9198.6 歩 と 12131.1 歩

（t=4.44,p<.001）であった。総じて,休日の

女子に関しては亜熱帯島嶼部の子どもの方

が身体活動量は多くなった。この結果につい

ては気候的要因というよりは,むしろ都市部

と地方部の子どもの身体活動の特徴があら

われたと推察できよう。 

 他にも 2010年度は,沖縄県本島にある糸満

市内の公立小学校を対象に,12 月～2 月にお

いて,認知的なプログラムを中心とする介入

調査研究を実施した。事前と事後でデータを

収集し,２要因１繰り返しの分散分析により

解析したが,明確な介入効果を見いだすこと

はできなかった。 
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